
貸  借  対  照  表 
 

 

(2020年３月31日現在) 
（単位：千円） 

 

科      目 金   額 科      目 金   額 

(資産の部)  (負債の部)  
流動資産 2,105,304 流動負債 73,471 

現金及び預金 922,990 買掛金 10,463 
受取手形 57,760 未払金 12,393 

売掛金 59,489 未払費用 3,873 
営業未収入金 1,561    未払法人税等 41,913 

有価証券 116,892 前受金 79 
販売用不動産 586,660   前受収益 660 

商品 345,484 預り金 1,949 
前払費用 5,123 賞与引当金 2,095 
未収入金 5,306 その他 43 
未収還付法人税等 1,331  固定負債 78,046 

預け金 595 退職給付引当金 13,669 

   未収消費税等   2,473 役員退職慰労引当金 60,940 

その他 1,642 受入敷金保証金 1,800 
貸倒引当金 △2,008 繰延税金負債 14 

固定資産 110,877 資産除去債務 1,622 

有形固定資産 7,454 負債合計 151,517 

車両運搬具 7,454 (純資産の部)  
投資その他の資産 103,422 株主資本 2,064,662 

投資有価証券 2,476 資本金 1,500,000 
関係会社株式 4,778 資本剰余金 821,313 
出資金 1,400   資本準備金 5,029 
敷金及び保証金 54,879  その他資本剰余金 816,284 
長期貸付金 2,400 利益剰余金 △256,565 
会員権 19,308  その他利益剰余金 △256,565 
長期未収入金 11,574 繰越利益剰余金 △256,565 
その他 23,779 自己株式 △85 

貸倒引当金 △17,174 評価・換算差額等 1 
  その他有価証券評価差額金 1 

  純資産合計 2,064,663 
資産合計 2,216,181 負債純資産合計 2,216,181 

 

(注) 記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。 



 
損  益  計  算  書 

   

   

(2 0 1 9 年４月１日から
2 0 2 0年３月3 1日まで) 

(単位：千円) 
 

科         目 金          額 

売 上 高  587,700 

売 上 原 価  502,107 

売 上 総 利 益  85,593 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  371,150 

営 業 損 失  285,556 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 0  

受 取 配 当 金 7,826  

不 動 産 賃 貸 料 5,956  

そ の 他 6,343 20,127 

営 業 外 費 用   

売 上 割 引 71  

有 価 証 券 評 価 損 27,647  

そ の 他 8 27,727 

経 常 損 失  293,156 

特 別 利 益   

固 定 資 産 売 却 益 552  

資 産 除 却 債 務 戻 入 益 32,413  

投 資 有 価 証 券 売 却 益 423,367 456,333 

特 別 損 失   

固 定 資 産 除 却 損 278  
減 損 損 失 22,861  

子 会 社 株 式 評 価 損 15,093 38,233 

税 引 前 当 期 純 利 益  124,943 

法人税、住民税及び事業税  7,320 

当 期 純 利 益  117,623 
 

(注) 記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。 



 
株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 

   

   

(2 0 1 9年４月１日から
20 2 0年３月31日まで) 

(単位：千円) 
 

 

株   主   資   本 

資 本 金 

資本剰余金 利 益 剰 余 金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

その他利益
剰 余 金 
繰越利益剰
余 金 

当 期 首 残 高 1,500,000 5,029 816,284 821,313 △374,188 

当 期 変 動 額      

当 期 純 利 益     117,623 

自 己 株 式 の 取 得      

株主資本以外の項目の当
期 変 動 額 ( 純 額 ) 

     

当 期 変 動 額 合 計     117,623 

当 期 末 残 高 1,500,000 5,029 816,284 821,313 △256,565 

 
(単位：千円) 

 

 

株 主 資 本 評価・換算差額等 

純資産合計 
自己株式 株主資本合計 

その他有価証 
券評価差額金 

評価・換算
差額等合計 

当 期 首 残 高 △74 1,947,051 484,563 484,563 2,431,615 

当 期 変 動 額      

当 期 純 利 益  117,623   117,623 

自 己 株 式 の 取 得 △11 △11   △11 

株主資本以外の項目の当
期 変 動 額 ( 純 額 ) 

  △484,562 △484,562 △484,562 

当 期 変 動 額 合 計 △11 117,611 △484,562 △484,562 △386,951 

当 期 末 残 高 △85 2,064,662 1 1 2,064,663 
 

(注) 記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。 



 
個  別  注  記  表 

 

  

(重要な会計方針に係る事項に関する注記) 
 

１. 有価証券の評価基準及び評価方法 

 (1) 子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法 

(2) 売買目的有価証券……時価法（売却原価は移動平均法により算定） 

(3) そ の 他 有 価 証 券  

 時価のあるもの……決算日の市場価格等に基づく時価法 

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定) 

 時価のないもの……移動平均法による原価法 

２. たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。 

 (1) 商品、製品、原材料及び仕掛品 

   (ニッケル事業) 

    先入先出法 

   (その他の事業) 

    先入先出法 

 (2) 貯蔵品 

    先入先出法 

 (3) 販売用不動産 

    個別法 

３. 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産
(リース資産を
除 く ）

………定率法を採用しております。 
(ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属
設備は除く）並びに2016年４月１日以降に取得した建物附
属設備及び構築物については定額法) 
なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 
建物及び構築物   10年～50年 
機械装置及び運搬具 ２年～10年 
また、2007年３月31日以前に取得した有形固定資産につい
ては、償却可能限度額まで償却が終了した翌年から５年間
で償却する方法によっております。 

(2) 無形固定資産………定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における

利用可能期間（５年）に基づいております。 

(3) リ ー ス 資 産………所有権移転外ファイナンス・リースに係るリース資産 

   リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとして算定す

る定額法によっております。 

(4) 長期前払費用………定額法を採用しております。 



４. 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金  

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

 (2) 賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当事業年度対応分

を計上しております。 

 (3) 退職給付引当金 

 当社は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務

の見込額に基づき計上しております。 

 退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支

給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

 (4) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に充てるため、取締役会の内規に基づく期末要支給額

を計上しております。 

５. その他計算書類作成のための重要な事項 

 (1) 消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式を採用しております。 

 (2) 販売用不動産について 

 販売用不動産のうち一定基準をこえる特定物件にかかわる借入金利息を当該た

な卸資産の取得価額に算入する方法を採用しております。   

 

 

(貸借対照表に関する注記) 
 

  有形固定資産の減価償却累計額 8,014千円



 
 

(損益計算書に関する注記) 
 

  １. 通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下額 

      不動産事業原価 60,784千円

      商品売上原価 96千円

 

    ２. 減損損失 

      当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上 

     しました。 

用 途    種 類    場 所  金 額 

 事務所・本店 工具器具備品 東京都中央区 92千円 

 事務所・教室 建物 大阪府大阪市 15,024千円 

 事務所・教室 建物付属設備 大阪府大阪市 5,510千円 

 事務所・教室 工具器具備品 大阪府大阪市 815千円 

 事務所・教室 長期前払費用 大阪府大阪市 1,418千円 

合 計   22,861千円 

    当社は、事業セグメントを基本単位として資産をグルーピングしており、教育 

  事業については、教室毎を基本単位としてグルーピングを行なっております。 

   教育事業において減損の兆候が存在し、割引前将来キャッシュ・フローがマイ 

  ナスになるため、帳簿価額を正味売却価額まで減額しております。正味売却価額 

  につきましては、建物は不動産鑑定評価額から処分費用見込額を控除して算定し 

  ました。 

 

 
 
(株主資本等変動計算書に関する注記) 
  

１. 当事業年度末日における発行済株式の数 普通株式 100,593,749株

２. 当事業年度末日における自己株式の数 普通株式 1,495株

３. 当事業年度中に行なった剰余金の配当に関する事項  
 
    該当事項はありません。 
  
   


